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目的 

本研究の目的は、福島県民健康調査(妊産婦調査)のデータを用いて、東日本大震災後に妊婦健診の施設を変更し

たことが妊娠期間に与えた影響を検討することです。 

 

方法 

福島県で東日本大震災を経験し、福島県民健康調査の一部である妊産婦調査に参加した妊婦のデータを解析しま

した。妊娠期間(日)と早産（妊娠 37 週未満での分娩）について、妊婦健診の受診施設(1 施設のみ、妊婦自身によ

る施設を変更、医学的な理由で施設を変更、里帰り分娩)による違いを検討しました。妊婦自身による施設の変更

については、災害後の転居などとして考慮しました。重回帰分析とロジスティック回帰分析により、前述のよう

な震災の影響を検討しました。 

 

結果 

妊産婦調査参加者のうち、5593 人(全体の 60.2%)が妊娠 4 週から 37 週で東日本大震災を経験しました。震災を経

験した時点での妊娠週数や妊婦健診の受診状況(予定通りであったか)、分娩時の母親の年齢、居住地域、児の性

別や出生順位で調整した後、医学的理由で施設を変更した場合には、有意に妊娠期間が短縮し(約 10.6 日)さらに

8.5 倍(95％信頼区間 5.8-12.5)早産しやすいことが示されました。しかしながら、妊婦自身による施設の変更につ

いては、妊娠期間や早産との有意な関連は示されませんでした。 

 

結論 

東日本大震災と、その後の福島第一原子力発電所の事故に関して、妊婦健診受診状況が妊娠期間(早産)に与えた

影響は有意ではありませんでした。2011 年の東日本大震災以降、避難区域を含む 13 市町村の地域住民を対象に

県民健康調査の「健康診査」と「こころの健康度・生活習慣に関する調査」が実施されています。これまで我々

は健康診査の結果から、震災後に肝障害(肝胆道系酵素異常)の割合が増加し、震災後の避難が肝障害のリスクと

なることを報告しました。本論文では、健康診査の結果に、こころの健康度・生活習慣に関する調査の結果を連

結して、肝障害の要因を明らかにすることを目的としました。 
肝障害は対象(22,246 人)の 27.3％で認められました。実際の避難生活の有無別では、避難生活者でその頻度が高

く(避難 29.5％、非避難 25.7％、P ＜0.001)、男性、中等量以上の飲酒、活動量低下は避難の有無に関わらず、肝

障害のリスク要因となっていました。さらに、非避難者では転職が、避難者では非雇用がそれぞれ肝障害のリス

ク要因でした。本論文で、震災後の肝障害に様々な要因が影響していることが示されました。 
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